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2．低年金■低所得者に対する年金  
給付の見直し   



最低保障年金関係   



最低保障年金のイメージ  

（読売新聞社案）  

○ 現行の社会保険方式を基本に、基礎年金の受給資格期間を25年か   
ら10年に短縮し、「最低保障年金」（※）の創設で月5万円を保障。  

※ 年収200万円以下の高齢者世帯に限定。  

○ 基礎年金の満額を税財源の追加投入により月7万円に引上げ。  
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（毎日新聞社案）  

○ 老後の所得が不十分な人には最低保障年金を支給（40年加入で7   

万円。現役時代の平均年収が600万円以上の場合、支給されない0）  
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現役時代の平均所得   



保険料軽減支援関係  

r．ご   



保険基盤安定制度（保険者支援制度）の概要（国保）   

保険料軽減の対象となった一般被保険者数に応じて平均保険料の一定割合を公責で補填することにより、低所得  

者を多く抱える保険者（市町村）を支援し、中間所得者層を中心に保険料負担を軽減する。  
（平成15年度より3年間の時限措置、平成18年度より更に4年間の延長）  

・以下の式により算出した額を市町村一般会計から国保特別会計に繰り入れる。  
（※）  

一人当たり平均保険料収納額×保険料軽減世帯に属する一般被保険者数×一定割合  

（※）一定割合：7（6）割軽減世帯・・・12％（10％），5（4）割軽減世帯・・・6％（5％）   

■保険者支援制度に対する公費負担割合 国：1／2，都道府県：1／4，市町村：1／4  

所得   



平成19年度末における国民年金第1号被保険者の内訳（粗い推計）  

（単位：万人）  

H19実績  現行の免除基準 所得（収入）  
所得状況によって分類し   

（実際に当該免除を  た場合  

受けている者）  
単身世帯  4人世帯   

第1号被保険者（任意含む）  2，035（100％）   2，035（100％）  

第1号強制加入被保険者計  2，001（98％）   2，001（98％）  

（注1）（）内の％は、第1号被保険者の総数に対する割合である。  

（注2）現行の免除基準は、申請者が世帯全員を扶養している世帯主である場合における申請者本人の所得（収入）の目安。  
なお、申請免除は申請者本人、配偶者及び世帯主のそれぞれの前年の所得が、扶養状況に応じた免除基準に該当することが必要0  

（注3）若年者猶予制度は、本人及び配偶者の前年の所得が、それぞれ全額免除基準に該当することが必要であり、  
学生納付特例制度は、本人の前年の所得が半額免除基準に該当することが条件。  

（注4）所得分布は、平成17年国民年金被保険者実態調査「所得特別調査」に基づく推計（平成16年所得）。調査対象者から、所得不詳、  
調査で学生と回答した者、16年度末に学生納付特例看であった者を除いて推計した。  

（注5）任意加入被保険者及び法定免除者は、平成19年度末実績。  

（注6）学生納付特例該当者は、平成17年国民年金被保険者実態調査及び平成19年度末時点の年齢別被保険者割合からの推計である。  
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＜保険料の減免■設定のイメージ＞  

国民年金  国民健康保険  

保険料額  

保
険
料
額
 
 

33万円  33万円＋  33万円＋（35  

（245万円× 万円×被保  

世帯主を除く  険者数）  
被保険者数）  

全額免除  3／4免除   
基準  基準  

軽減基準   軽減基準   軽減基準   軽減基準所得  

欝 十十                 （単身世帯の場合）   

（2人世帯の場合）   （4人世帯の場合）  

1－▼■申 呈ざ モ三音  所得 33万円   所得 33万円   

33万円  

二ぎ  
こ♪L 

芳 
J  

所得57．5万円  

屯′ 33万円＋（24．5万円X  
給与収入122．5万円  

ハ ごi÷．二 （月収10．2万円）   

所得 68万円   所得 703万円   所得173万円   

33万円＋（35万円×世  

箋 箋ナウ  
帯に属する被保険者数）  

（注）各削）「月収」及び「月削が収入」を12で割ったもの。   

潤民健康保険料傭）の泄帯あたりの調定額1馳萱艶  

※国民健康保険料（税）の1人あたりの調定額  担玉田（硝約0埋粗（平飢年鯛民健康保険事業哨より）   

（注1）平成20年度の国民年金保険料は、月額14，410円  
（注2）各欄の「月収」は「収入」を12で割ったもの  



保険料軽減支援制度のイメージ  

（支援基準を現行の国民年金の免除基準とした場合）  

（所得）  

3／4   半額   1／4  

支援   支援   支援   



、保険料軽減支援制度のイメージ  
（支援基準を現行の国民健康保険の軽減基準程度とした場合）  

（所得）   

3／4   半額   1／4  

支援   支援   支援  




